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 調査の概要 
１．調査の目的 

本調査は、「葛飾区障害者施策推進計画」を策定するにあたり、区内在住の障害者の日常

生活や保健福祉サービスなどに関する要望・意見を把握し、区における総合的、効果的な障

害者施策を構築するための基礎資料を得ることを目的として実施したものである。 

２．調査の方法 

（１）調査対象者及び対象者数 

区内に住所がある、身体障害者手帳所持者、愛の手帳所持者、精神障害者保健福祉手帳又

は自立支援医療受給者証（精神通院）の所持者、特定医療費（指定難病）受給者証の所持者

で、区が把握している障害者から無作為に抽出し、対象とした。 

障害の種類 対象 対象者数 有効回収数 有効回収率 

身体障害者 身体障害者手帳所持者 1,400 人 899 64.2% 

知的障害者 愛の手帳所持者 350 人 220 62.9% 

精神障害者 
精神障害者保健福祉手帳又は自立支援医

療受給者証（精神通院）の所持者 
1,000 人 542 54.2% 

難病患者 特定医療費（指定難病）受給者証の所持者 300 人 186 62.0% 

 
（２）調査期間 

令和４年８月１日（月）～８月 23 日（火） 
 
（３）調査手法 

郵送配付・郵送回収 

３．報告書の見方 

○○百百分分率率ににつついいてて  

百分率（％）は、すべて小数点以下第２位を四捨五入した数値であるため、合計が 100％

にならない場合がある。 

○○図図表表のの単単位位ににつついいてて  

本文中に掲載した図表の単位は、特にことわりのない限り、「％」であらわしている。 

○○単単純純集集計計及及びび分分析析ににつついいてて  

質問ごとに「単純集計」を行い、その特徴等を記述している。 

単純集計のグラフにおいては、傾向をよりわかりやすくするために、選択肢を百分率（％）

の大きなものから小さなものへと並びかえた「ランキング集計」を行っている場合がある。 
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 調査結果の分析 

身体障害者調査 

１．調査対象者について 

（１）ご本人の性別と年齢 

性別は、「男性」が 49.4％、「女性」が 44.7％、「その他」0.1％となっている。 

年齢は、「高齢期（65 歳以上）」が 60.7％で最も高く、次いで「壮年期（40～64 歳）」21.4％、

「青年期（18～39 歳）」3.4％、「就学期（5～17 歳）」2.1％となっている。 

平均年齢は、69.4 歳である。 

 

図表 I-１ ご本人の性別と年齢（単数回答） 

 
図表 I-２ ご本人の年齢（５歳きざみ）（単数回答）  

男性

49.4%女性

44.7%

その他

0.1%

無回答

5.8%

回答者数＝899人

0.2 2.1 3.4 

21.4 

60.7 

12.1 

0%

20%

40%

60%

80%

幼児期

（0～4歳）

就学期

（5～17歳）

青年期

（18～39歳）

壮年期

（40～64歳）

高齢期

（65歳以上）

無回答

回答者数＝899人

平均年齢＝69.4歳

0.2 0.9 0.8 0.8 0.4 0.6 0.9 1.2 1.9 
3.0 3.3 

6.6 6.6 
8.3 

11.7 11.9 

28.8 

12.1 

0%

5%

10%

15%

20%

25%

30%

35%

5歳

未満

5～

9歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝899人

平均年齢＝69.4歳
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（２）同居家族 

同居家族は、『なんらかの家族・親族と暮らしている方』が、67.1％となっている。その

うち、最も多い同居家族は「配偶者」、次いで「子ども」である。 

一方、「一人で暮らしている」は 22.2％である。 

 
図表 I-３ 同居家族（複数回答） 

 

※『なんらかの家族・親族と暮らしている方』＝100-（「グループホームなどの同居人」+「一

人で暮らしている」+「その他」+無回答） 

 

 

 

 

  

11.0 

42.3 

27.6 

5.3 

2.3 

2.0 

22.2 

3.2 

5.5 

0% 20% 40% 60%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

グループホーム（共同生活援助）

などの同居者

一人で暮らしている

その他

無回答 回答者数＝899人
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２．援護者（支援者）について 

（１）主な援護者（支援者） 

主な援護者（支援者）は、「配偶者」が 35.9％で最も高く、次いで「子ども」23.8％とな

っている。一方、「援護者（支援者）はいない」は 14.2％である。 

 
図表 I-４ 主な援護者（支援者）（単数回答） 

 
 
（２）主な援護者（支援者）の年齢 

主な援護者がいると回答した方の主な援護者（支援者）の年齢は、「70～79 歳」が 23.1％

で最も高く、次いで「60～69 歳」22.0％、「50～59 歳」21.8％となっている。 

 
図表 I-５ 主な援護者（支援者）の年齢（単数回答）  

9.2 

35.9 

23.8 

6.5 

1.3 

2.7 

14.2 

6.3 

0% 10% 20% 30% 40%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

その他

援護者（支援者）はいない

無回答
回答者数＝899人

0.0 0.3 1.0 
3.1 

9.5 

21.8 22.0 
23.1 

12.9 

6.3 

0%

10%

20%

30%

17歳

以下

18～

19歳

20～

29歳

30～

39歳

40～

49歳

50～

59歳

60～

69歳

70～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝714人
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３．障害の状況について 

（１）障害の種類 

障害の種類は、「肢体不自由」が 43.6％となっている。次いで「内部障害」32.4％、「聴覚

障害」11.7％となっている。 

 
図表 I-６ 障害の種類（複数回答） 

 
 
（２）障害の程度 

障害の程度は、「１級」が 35.7％で最も高く、次いで「４級」22.1％、「３級」15.1％、「２

級」14.6％となっている。 

 
図表 I-７ 障害の程度（単数回答）  

9.2 

11.7 

1.7 

4.6 

43.6 

32.4 

7.1 

0% 20% 40% 60%

視覚障害

聴覚障害

平衡機能障害

音声・言語・そしゃく機能障害

肢体不自由

内部障害

無回答
回答者数＝899人

35.7 

14.6 

15.1 

22.1 

4.9 

5.0 

2.6 

0% 10% 20% 30% 40%

１級

２級

３級

４級

５級

６級

無回答
回答者数＝899人
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４．健康管理について 

（１）かかりつけの医療機関と歯科医療機関の有無 

かかりつけの医療機関は、「決めている」88.2％、「決めていない」8.1％となっている。 

かかりつけの歯科医療機関は、「決めている」69.9％、「決めていない」25.1％となってい

る。 

 
図表 I-８ かかりつけの医療機関の有無  図表 I-９ かかりつけの歯科医療機関の有無 

（単数回答）                 （単数回答） 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

（２）健康や医療についての不安や課題 

図表 I-１０ 健康や医療についての不安や課題（複数回答）  

決めて

いる

88.2%

決めて

いない

8.1%

無回答

3.7%

回答者数＝899人

決めて

いる

69.9%

決めて

いない

25.1%

無回答

5.0%

回答者数＝899人

48.2 

32.6 

16.2 

13.6 

9.6 

5.6 

4.9 

4.1 

4.3 

21.6 

6.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害の重度化や病気の悪化が不安

救急時の治療（急に具合が悪くなった

とき）が心配

生活習慣病などの疾患がある

医療費の負担が重い

健康管理が難しい（方法が分からない）

病院や医院を受診することが不安

障害や病気に理解のある医師・

歯科医師が身近にいない

服薬管理が難しい

その他

特にない

無回答
回答者数＝899人
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５．就労状況と経済基盤について 

（１）就労状況 

就労状況は、「仕事をしている」が 24.2％となっている。一方、「仕事をしていない」は

72.3％である。 

図表 I-１１ 就労状況（単数回答） 

 

（２）仕事の形態と令和３年中の収入額 

図表 I-１２ 仕事の形態（単数回答）     図表 I-１３ 令和３年中の収入額 

                          （単数回答） 

 
  

＊収入には、あなたがご自身で働いて得た収入のほか、あなたの年金や手当による収入、家族からの仕送り

を含みますが、生活保護費は除きます。  

24.2 

0.9 

72.3 

2.6 

0% 20% 40% 60% 80%

仕事をしている

福祉的就労をしている（就労移行支援、

就労継続支援、生活介護などでの作業）

仕事をしていない

無回答

回答者数＝899人

40.8 

1.8 

17.0 

0.9 

28.9 

1.4 

7.8 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

正社員などの常勤雇用者

派遣社員

自営業

家業の手伝い

パート、アルバイト、日雇い

内職

その他

無回答
回答者数＝218人

7.5 

16.1 

21.6 

17.6 

16.1 

8.3 

2.2 

1.0 

0.7 

8.9 

0% 10% 20% 30%

収入なし

80万円未満

80万円～ 130万円未満

130万円～ 200万円未満

200万円～ 300万円未満

300万円～ 500万円未満

500万円～ 700万円未満

700万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

回答者数＝899人
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（３）仕事をする（していく）ために必要なこと 

仕事をする（していく）ために必要なことは、「自分自身の意欲」が 26.8％で最も高く、

次いで「障害や病気に対する職場の理解や協力」25.6％、「心身の健康状態の維持、向上」

25.1％となっている。 

 
 

図表 I-１４ 仕事をする（していく）ために必要なこと（複数回答） 

  

26.8 

25.6 

25.1 

22.9 

20.7 

17.6 

13.0 

11.7 

9.9 

8.6 

7.9 

7.7 

7.0 

6.6 

2.7 

23.2 

20.8 

0% 10% 20% 30%

自分自身の意欲

障害や病気に対する職場の理解や協力

心身の健康状態の維持、向上

障害や病気の特性にあった

多様な仕事や就労形態

体調を考慮した勤務時間、休憩、休暇

などへの配慮

就労に結びつく技術や知識の習得

通院や服薬管理など医療上の配慮

通勤手段の確保

職場における健康管理や人事管理などの

相談支援体制

就職活動に必要な情報の提供

職場における施設面での整備

働くうえでの決まりごとの習得

就労を続けるための家族への支援

ジョブコーチなど就労を支援する援助者

その他

特にない

無回答

回答者数＝899人
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６．福祉サービスについて 

（１）福祉サービスの利用状況 

福祉サービスの利用状況（全体）は、「介護保険法のサービス」が 27.5％で最も高く、次

いで「障害者総合支援法及び児童福祉法のサービス」が 24.9％となっている。 

一方、「どの福祉サービスも利用していない」は 33.8％である。 

 
図表 I-１５ 福祉サービスの利用状況（全体）（複数回答） 

 
 
 

図表 I-１６ 障害者総合支援法及び児童福祉法   図表 I-１７ 介護保険法のサービス 

のサービスの利用状況（複数回答）         の利用状況（複数回答） 

24.9 

27.5 

1.3 

33.8 

22.6 

0% 10% 20% 30% 40%

障害者総合支援法及び

児童福祉法のサービス

介護保険法のサービス

その他の福祉サービス

どの福祉サービスも

利用していない

無回答

回答者数＝899人

29.9 

17.4 

6.3 

9.8 

13.8 

57.6 

8.0 

5.4 

0% 20% 40% 60%

ホームヘルプサービス

通所施設

児童発達支援、

放課後等デイサービス

短期入所

移動支援

補装具、日常生活用具

住宅改修

その他 回答者数＝224人

42.9 

42.1 

6.1 

50.2 

17.4 

10.5 

3.6 

0% 20% 40% 60%

ホームヘルプサービス

通所介護、

通所リハビリテーション

短期入所

福祉用具

住宅改修

施設入所サービス

その他
回答者数＝247人
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（２）サービス提供事業者に対して望むこと 

サービス提供事業者に対して望むことは、「サービス従事者（ホームヘルパーなど）の質

の確保」が 12.2％で最も高く、次いで「契約に至るまでの十分な説明」4.1％、「希望する項

目や時間帯に制約がないこと」2.8％となっている。 

一方、「特にない」は 53.1％である。 

 
 

図表 I-１８ サービス提供事業者に対して望むこと（単数回答） 

  

12.2 

4.1 

2.8 

2.3 

2.0 

9.9 

53.1 

13.5 

0% 20% 40% 60%

サービス従事者（ホームヘルパー

など）の質の確保

契約に至るまでの十分な説明

希望する項目や時間帯に

制約がないこと

点字、手話などのコミュニケーション

手段の充実

その他

わからない

特にない

無回答

回答者数＝392人
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（３）サービスを利用する際の相談先 

サービスを利用する際の相談先は、「相談支援事業所（相談支援専門員）、居宅介護支援事

業所（ケアマネジャー）」が 44.1％で最も高く、次いで「障害福祉担当窓口（福祉事務所を

含む）」31.1％となっている。 

 
 

図表 I-１９ サービスを利用する際の相談先（複数回答） 

 
 
  

44.1 

31.1 

20.9 

15.6 

15.3 

2.3 

2.0 

1.8 

0.8 

0.8 

0.5 

0.0 

2.8 

6.1 

4.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

障害福祉担当窓口（福祉事務所を含む）

家族

医療機関、療育機関

サービス提供事業者

自立生活支援センター・ウェルピアかつしか

保健所・保健センター

民生委員・児童委員、身体障害者相談員

子ども総合センター

教育委員会（特別支援学校を含む）

社会福祉協議会

児童相談所

その他

相談していない

無回答 回答者数＝392人
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（４）福祉サービスの情報源 

福祉サービスの情報源は、「広報かつしか」が 36.7％で最も高く、次いで「相談支援事業

所（相談支援専門員）、居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）」20.8％となっている。 

一方、「情報は得ていない」は 23.2％である。 

 
 

図表 I-２０ 福祉サービスの情報源（複数回答） 

 
  

36.7 

20.8 

10.3 

9.0 

8.9 

7.3 

3.8 

2.0 

2.8 

23.2 

7.0 

0% 10% 20% 30% 40%

広報かつしか

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

区のホームページ

医療機関や障害者施設

友人や知人

区の職員

主な援護者（支援者）

障害者団体や患者会

その他

情報は得ていない

無回答 回答者数＝899人
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７．社会参加などについて 

（１）日中活動を行うにあたって充実してほしいこと 

図表 I-２１ 日中活動を行うにあたって充実してほしいこと（複数回答） 

 

（２）この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験 

この１年間にスポーツを『行った』割合は 36.4％（327 人）である。年代別にみると、19

歳以下が 58.3％（14 人）、20 歳以上が 36.8％（282 人）である。障害者スポーツについて

は、回答者全体の 3.0％が「参加、体験をした」、31.4％が「参加、体験をしていない」と回

答している。 

図表 I-２２ この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験（単数回答） 

13.6 

15.2 

5.1 

1.7 

0.8 

57.3 

6.3 

0% 20% 40% 60%

週に３日以上

週に１～２日

月に１～３日

３か月に１～２日

年に１～３日

行っていない

無回答 回答者数＝899人

『行った』
36.4％

↓↓

このうち、障害者スポーツに参加、 
あるいは体験をした割合は 
  

参参加加・・体体験験ををししたた        33..00％％  

参加・体験をしていない 31.4％ 

無回答                  2.0％ 

 

日中活動を行うにあたって充

実してほしいことは、「交通費の

支援」が 19.4％で最も高く、次

いで「医療的ケア」18.6％、「送

迎の支援」16.6％となっている。 

一方、「特にない」は 40.0％で

ある。 

 

19.4 

18.6 

16.6 

9.3 

6.5 

5.3 

1.1 

1.0 

5.1 

40.0 

9.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

交通費の支援

医療的ケア

送迎の支援

通所施設のサービス内容

就労支援

通所施設の増設

早期療育支援

就学支援

その他

特にない

無回答
回答者数＝899人
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（３）日常生活や社会参加で妨げになっていること 

日常生活や社会参加で妨げになっていることは、「電車やバスなどを使っての移動がしづ

らい」が 22.8％で最も高く、次いで「道路や建物内での移動がしづらい」「経済的な不安」

がともに 14.8％となっている。 

一方、「特にない」は 34.9％である。 

 
 

図表 I-２３ 日常生活や社会参加で妨げになっていること（複数回答） 

 
 
  

22.8 

14.8 

14.8 

13.6 

10.7 

7.9 

6.7 

6.0 

5.3 

5.2 

1.6 

6.3 

34.9 

6.6 

0% 10% 20% 30% 40%

電車やバスなどを使っての移動がしづらい

道路や建物内での移動がしづらい

経済的な不安

人ごみに入ることができない

周りの人の障害者に対する理解不足

一緒に行く仲間がいない

介助者がいない

適切な相談相手がいない

道路や駅などの表示が分かりづらい

情報がない

障害や病気を理由に施設などの利用を

拒否される

その他

特にない

無回答

回答者数＝899人
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（４）災害が発生したときに困ることや不安なこと 

災害が発生したときに困ることや不安なことは、「自宅で避難生活を続けるうえでの食料

品などの生活必需品の確保」が 40.9％で最も高く、次いで「薬を確保できるかどうか不安」

37.4％、「避難所の設備が障害や病気に対応しているか不安」32.9％となっている。 

 
 

図表 I-２４ 災害が発生したときに困ることや不安なこと（複数回答） 

 
 
  

40.9 

37.4 

32.9 

32.3 

30.9 

28.3 

16.1 

11.3 

10.2 

9.9 

4.2 

5.3 

11.3 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの

生活必需品の確保

薬を確保できるかどうか不安

避難所の設備が障害や病気に対応しているか不安

避難所で必要な支援が受けられるか不安

一人では避難できない

医療的ケアを確保できるかどうか不安

避難所で他の人と一緒に過ごすのが難しい

助けてくれる人がいない

助けを求める方法がない

災害の情報を知る方法がない

その他

わからない

特にない

無回答
回答者数＝899人
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（５）地域で安心して暮らしていくために重要なこと 

地域で安心して暮らしていくために重要なことは、「障害や病気に対する理解の促進」が

33.3％で最も高く、次いで「経済的支援の充実」28.4％、「医療やリハビリテーションの充

実」25.0％となっている。 

 
 

図表 I-２５ 地域で安心して暮らしていくために重要なこと（複数回答） 

33.3 

28.4 

25.0 

24.9 

19.8 

18.0 

16.9 

16.0 

15.0 

10.6 

9.5 

8.2 

5.1 

2.6 

2.2 

2.4 

14.1 

9.0 

0% 10% 20% 30% 40%

障害や病気に対する理解の促進

経済的支援の充実

医療やリハビリテーションの充実

災害時における要援護者支援の充実

建物や道路のバリアフリー化の促進

相談支援の充実

入所施設の充実

通所施設の充実

ホームヘルプなどの訪問系サービスの充実

情報提供や意思疎通支援の充実

短期入所（ショートステイ）の充実

就労支援の充実

グループホーム（共同生活援助）の充実

放課後等デイサービスの充実

児童の発達支援の充実

その他

特にない

無回答 回答者数＝899人
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（６）将来望む暮らし方 

図表 I-２６ 将来望む暮らし方（単数回答） 

 
 

８．虐待防止、差別解消について 

（１）区の虐待対応窓口の認知と不当に差別を受けたと感じたことの有無 

 
図表 I-２７ 区の虐待対応窓口の認知   図表 I-２８ 障害や病気を理由として不当 

（単数回答）          に差別を受けたと感じたこと 

の有無（単数回答） 

 
  

47.3 

13.9 

2.3 

7.6 

1.3 

16.4 

11.2 

0% 20% 40% 60%

家族と一緒に生活する

一人暮らし

グループホーム（共同生活援助）

での共同生活

入所施設

その他

わからない

無回答
回答者数＝899人

知っている

22.2%

知らない

63.6%

無回答

14.1%

回答者数＝899人

よくあった

1.6% たまにあった

4.4%

なかった

79.4%

無回答

14.6%

回答者数＝899人
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知的障害者調査 

１．調査対象者について 

（１）ご本人の性別と年齢 

性別は、「男性」が 62.3％、「女性」が 35.0％となっている。 

年齢は、「青年期（18～39 歳）」が 41.4％で最も高く、次いで「壮年期（40～64 歳）」24.1％、

「就学期（5～17 歳）」21.4％となっている。 

平均年齢は 31.0 歳である。 

 
 

図表 II-１ ご本人の性別と年齢（単数回答） 

 
 

図表 II-２ ご本人の年齢（５歳きざみ）（単数回答）  

男性

62.3%

女性

35.0%

その他

0.0%

無回答

2.7%

回答者数＝220人

0.9 

21.4 

41.4 

24.1 

4.1 
8.2 

0%

20%

40%

60%

80%

幼児期

（0～4歳）

就学期

（5～17歳）

青年期

（18～39歳）

壮年期

（40～64歳）

高齢期

（65歳以上）

無回答

回答者数＝220人

平均年齢＝31.0歳

0.9 

7.3 
8.2 

10.5 10.5 
11.4 

8.2 

6.8 

8.6 

7.3 

3.6 
3.2 

1.4 
0.5 

2.3 

0.9 
0.5 

8.2 

0%

5%

10%

15%

5歳

未満

5～

9歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝220人

平均年齢＝31.0歳
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（２）同居家族 

同居家族は、『なんらかの家族・親族と暮らしている方』が 82.3％となっている。そのう

ち、最も多い同居家族は「親」、次いで「兄弟姉妹」である。 

一方、「一人で暮らしている」は 5.5％である。 

 
 

図表 II-３ 同居家族（複数回答） 

 
※『なんらかの家族・親族と暮らしている方』＝100-（「グループホームなどの同居人」+「一

人で暮らしている」+「その他」+無回答） 

 
  

78.2 

1.8 

2.3 

29.5 

4.1 

6.8 

5.5 

1.8 

3.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

グループホーム（共同生活援助）

などの同居者

一人で暮らしている

その他

無回答 回答者数＝220人
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２．援護者（支援者）について 

（１）主な援護者（支援者） 

主な援護者（支援者）は、「親」が 82.7％で約８割を占めている。次いで「兄弟姉妹」4.5％、

「配偶者」1.4％となっている。一方、「援護者（支援者）はいない」は 1.4％である。 

 
図表 II-４ 主な援護者（支援者）（単数回答） 

 
 
（２）主な援護者（支援者）の年齢 

主な援護者（支援者）がいると回答した方の主な援護者（支援者）の年齢は、「60～69 歳」

が 21.2％で最も高く、次いで「50～59 歳」「70～79 歳」がともに 20.7％となっている。 

 
図表 II-５ 主な援護者（支援者）の年齢（単数回答） 

 
  

82.7 

1.4 

0.9 

4.5 

1.4 

1.4 

1.4 

6.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

その他

援護者（支援者）はいない

無回答 回答者数＝220人

0.5 0.5 0.5 

6.4 

18.7 
20.7 21.2 20.7 

6.9 

3.9 

0%

10%

20%

30%

17歳

以下

18～

19歳

20～

29歳

30～

39歳

40～

49歳

50～

59歳

60～

69歳

70～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝203人
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３．障害の状況について 

（１）愛の手帳に記載されている障害の程度 

愛の手帳に記載されている障害の程度は、「４度」が 45.9％で４割を超えている。次いで

「２度」25.5％、「３度」23.2％、「１度」2.7％となっている。 

 
図表 II-６ 愛の手帳に記載されている障害の程度（単数回答） 

 
 
４．健康管理について 

（１）かかりつけの医療機関と歯科医療機関の有無 

かかりつけの医療機関は「決めている」81.8％、「決めていない」17.7％となっている。 

かかりつけの歯科医療機関は「決めている」70.0％、「決めていない」28.6％となってい

る。 

図表 II-７ かかりつけの医療機関の有無  図表 II-８ かかりつけの歯科医療機関の有無 

（単数回答）                 （単数回答） 

 
  

2.7 

25.5 

23.2 

45.9 

2.7 

0% 20% 40% 60%

１度

２度

３度

４度

無回答

回答者数＝220人

決めて

いる

81.8%

決めて

いない

17.7%

無回答

0.5%

回答者数＝220人

決めて

いる

70.0%

決めて

いない

28.6%

無回答

1.4%

回答者数＝220人
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（２）健康や医療についての不安や課題 

健康や医療についての不安や課題は、「救急時の治療（急に具合が悪くなったとき）が心

配」が 32.3％で最も高く、次いで「障害の重度化や病気の悪化が不安」28.2％、「健康管理

が難しい（方法が分からない）」18.6％となっている。 

一方、「特にない」は 32.3％である。 

 
 

図表 II-９ 健康や医療についての不安や課題（複数回答） 

 
  

32.3 

28.2 

18.6 

13.6 

12.7 

12.3 

10.5 

10.5 

8.2 

32.3 

3.6 

0% 10% 20% 30% 40%

救急時の治療（急に具合が悪くなった

とき）が心配

障害の重度化や病気の悪化が不安

健康管理が難しい（方法が分からない）

病院や医院を受診することが不安

服薬管理が難しい

医療費の負担が重い

生活習慣病などの疾患がある

障害や病気に理解のある医師・

歯科医師が身近にいない

その他

特にない

無回答 回答者数＝220人
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５．就労状況と経済基盤について 

（１）就労状況 

就労状況は、「仕事をしていない」が 48.2％で最も高くなっている。次いで「福祉的就労

をしている（就労移行支援、就労継続支援、生活介護などでの作業）」25.0％、「仕事をして

いる」24.5％、となっている。 

図表 II-１０ 就労状況（単数回答） 

 
（２）仕事の形態と令和３年中の収入額 

図表 II-１１ 仕事の形態（単数回答）    図表 II-１２ 令和３年中の収入額 

                          （単数回答） 

＊収入には、あなたがご自身で働いて得た収入のほか、あなたの年金や手当による収入、家族からの仕送り

を含みますが、生活保護費は除きます。  

24.5 

25.0 

48.2 

2.3 

0% 20% 40% 60%

仕事をしている

福祉的就労をしている（就労移行支援、

就労継続支援、生活介護などでの作業）

仕事をしていない

無回答

回答者数＝220人

55.6 

1.9 

0.0 

0.0 

33.3 

0.0 

1.9 

7.4 

0% 20% 40% 60% 80%

正社員などの常勤雇用者

派遣社員

自営業

家業の手伝い

パート、アルバイト、日雇い

内職

その他

無回答
回答者数54人

28.2 

14.5 

25.9 

16.4 

5.0 

0.5 

0.5 

0.0 

0.0 

9.1 

0% 10% 20% 30%

収入なし

80万円未満

80万円～ 130万円未満

130万円～ 200万円未満

200万円～ 300万円未満

300万円～ 500万円未満

500万円～ 700万円未満

700万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

回答者数＝220人
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（３）仕事をする（していく）ために必要なこと 

仕事をする（していく）ために必要なことは、「障害や病気に対する職場の理解や協力」

が 45.0％で最も高く、次いで「障害や病気の特性にあった多様な仕事や就労形態」42.3％、

「自分自身の意欲」39.5％となっている。 

 
 

図表 II-１３ 仕事をする（していく）ために必要なこと（複数回答） 

  

45.0 

42.3 

39.5 

34.5 

33.6 

29.5 

28.6 

28.2 

25.0 

22.3 

21.4 

20.5 

16.4 

16.4 

5.5 

10.5 

10.9 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害や病気に対する職場の理解や協力

障害や病気の特性にあった

多様な仕事や就労形態

自分自身の意欲

働くうえでの決まりごとの習得

心身の健康状態の維持、向上

ジョブコーチなど就労を支援する援助者

体調を考慮した勤務時間、休憩、休暇

などへの配慮

就労に結びつく技術や知識の習得

職場における健康管理や人事管理などの

相談支援体制

就職活動に必要な情報の提供

通勤手段の確保

就労を続けるための家族への支援

職場における施設面での整備

通院や服薬管理など医療上の配慮

その他

特にない

無回答 回答者数＝220人
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６．福祉サービスについて 

（１）ホームヘルプサービス利用の有無 

ホームヘルプサービス（身体介護、家事援助、通院等介助）利用の有無は、「利用してい

る」が 19.1％、「利用していない」が 77.7％となっている。 

 
図表 II-１４ ホームヘルプサービス利用の有無（単数回答） 

 
 
（２）ホームヘルプサービス提供事業者に対して望むこと 

ホームヘルプサービスを「利用している」と回答した方が、ホームヘルプサービス提供事

業者に対して望むことが『ある』割合は 42.8％、そのうち「サービス従事者（ホームヘルパ

ーなど）の質の確保」が 33.3％で最も高くなっている。 

 
図表 II-１５ ホームヘルプサービス提供事業者に対して望むこと（単数回答） 

利用して

いる

19.1%

利用して

いない

77.7%

無回答

3.2%

回答者数＝220人

0.0 

7.1 

33.3 

2.4 

14.3 

38.1 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40%

契約に至るまでの十分な説明

希望する項目や時間帯に制約が

ないこと

サービス従事者（ホームヘルパー

など）の質の確保

その他

わからない

特にない

無回答
回答者数＝42人
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（３）短期入所施設利用の有無 

短期入所（ショートステイ）施設利用の有無は、「利用している」が 16.4％、「利用してい

ない」が 78.2％となっている。 

 
図表 II-１６ 短期入所施設利用の有無（単数回答） 

 
 
（４）短期入所施設の利用目的 

短期入所施設の利用目的は、「家族の急な病気」が 61.1％で最も高く、次いで「レスパイ

ト（家族の休養）」52.8％、「親類などの冠婚葬祭」27.8％となっている。 

 
図表 II-１７ 短期入所施設の利用目的（複数回答） 

  

利用して

いる

16.4%

利用して

いない

78.2%

無回答

5.5%

回答者数＝220人

61.1 

52.8 

27.8 

2.8 

19.4 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

家族の急な病気

レスパイト（家族の休養）

親類などの冠婚葬祭

本人の障害や病気の悪化

その他

無回答
回答者数＝36人
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（５）通所施設利用の有無 

通所施設利用の有無は、「利用している」が 49.1％、「利用していない」は 43.6％となっ

ている。 

 
図表 II-１８ 通所施設利用の有無（単数回答） 

 
 
（６）通所を続けていくために重要なこと 

通所を続けていくために重要なことは、「日中活動内容の充実」が 32.4％で最も高く、次

いで「通所施設の充実」20.4％、「通所バスの送迎支援の充実」16.7％となっている。 

 
図表 II-１９ 通所を続けていくために重要なこと（単数回答） 

利用して

いる

49.1%
利用して

いない

43.6%

無回答

7.3%

回答者数＝220人

16.7 

6.5 

9.3 

32.4 

20.4 

0.9 

10.2 

3.7 

0% 10% 20% 30% 40%

通所バスの送迎支援の充実

通所時の付き添い支援

利用者負担金の軽減

日中活動内容の充実

通所施設の充実

その他

特にない

無回答 回答者数＝108人
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（７）サービスを利用する際の相談先 

サービスを利用する際の相談先は、「障害福祉担当窓口（福祉事務所を含む）」が 45.0％と

最も高く、次いで「相談支援事業所（相談支援専門員）、居宅介護支援事業所（ケアマネジ

ャー）」23.6％、「家族」21.4％となっている。 

 
 

図表 II-２０ サービスを利用する際の相談先（複数回答） 

  

45.0 

23.6 

21.4 

13.2 

12.7 

8.6 

6.8 

5.0 

4.5 

2.7 

1.8 

1.4 

5.5 

4.5 

9.1 

5.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害福祉担当窓口（福祉事務所を含む）

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

家族

自立生活支援センター・

ウェルピアかつしか

サービス提供事業者

医療機関、療育機関

保健所・保健センター

教育委員会（特別支援学校を含む）

子ども総合センター

児童相談所

社会福祉協議会

民生委員・児童委員、知的障害者相談員

その他

相談していない

福祉サービスは利用していない

（したことがない）

無回答 回答者数＝220人
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（８）福祉サービスの情報源 

福祉サービスの情報源は、「広報かつしか」が 27.7％で最も高く、次いで「相談支援事業

所（相談支援専門員）、居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）」23.2％、「友人や知人」21.4％、

「医療機関や障害者施設」20.9％となっている。 

一方、「情報は得ていない」は 14.5％である。 

 
 

図表 II-２１ 福祉サービスの情報源（複数回答） 

 
 
  

27.7 

23.2 

21.4 

20.9 

11.4 

11.8 

10.0 

5.9 

6.4 

14.5 

6.8 

0% 10% 20% 30%

広報かつしか

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

友人や知人

医療機関や障害者施設

主な援護者（支援者）

区の職員

区のホームページ

障害者団体や患者会

その他

情報は得ていない

無回答 回答者数＝220人
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７．成年後見制度について 

（１）成年後見制度の利用状況 

成年後見制度の利用状況は、「利用していない」が 74.1％で７割を占め、「利用している」

は 4.1％となっている。 

 
図表 II-２２ 成年後見制度の利用状況（単数回答） 

 
 
（２）成年後見制度の利用意向 

成年後見制度の利用意向は、「いずれ利用したい」が 41.1％で最も高く、次いで「特に必

要がない」15.0％、「利用したくない」4.8％となっている。 

一方、「わからない」は 37.2％である。 

 
図表 II-２３ 成年後見制度の利用意向（単数回答）  

利用して

いる

4.1%

利用して

いない

74.1%

制度を

知らない

20.0%

無回答

1.8%

回答者数＝220人

0.5 

41.1 

15.0 

4.8 

37.2 

1.4 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

すぐに利用したい

いずれ利用したい

特に必要がない

利用したくない

わからない

無回答
回答者数＝207人
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８．社会参加などについて 

（１）日中活動を行うにあたって充実してほしいこと 

図表 II-２４ 日中活動を行うにあたって充実してほしいこと（複数回答） 

 

（２）この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験 

この 1 年間にスポーツを『行った』割合は 44.1％（97 人）である。年代別にみると、19

歳以下が 66.1％（39 人）、20 歳以上が 37.1％（53 人）である。障害者スポーツについては、

回答者全体の 12.3％が「参加、あるいは体験をした」、30.9％が「参加、あるいは体験をし

ていない」と回答している。 

図表 II-２５ この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験（単数回答） 

 

日中活動を行うにあたって充

実してほしいことは、「通所施設

のサービス内容」が 25.9％で最

も高く、次いで「送迎の支援」

23.6％、「通所施設の増設」

20.9％、「就労支援」20.5％、と

なっている。 

一方、「特にない」は 28.6％で

ある。 

10.9 

17.7 

9.1 

1.4 

5.0 

50.9 

5.0 

0% 20% 40% 60%

週に３日以上

週に１～２日

月に１～３日

３か月に１～２日

年に１～３日

行っていない

無回答 回答者数＝220人

『行った』
44.1％

↓↓

このうち、障害者スポーツに参加、 
あるいは体験をした割合は 
  

参参加加・・体体験験ををししたた        1122..33％％  

参加・体験をしていない 30.9％ 

無回答                  0.9％ 

25.9 

23.6 

20.9 

20.5 

15.0 

13.2 

9.5 

5.9 

3.6 

28.6 

6.8 

0% 10% 20% 30% 40%

通所施設のサービス内容

送迎の支援

通所施設の増設

就労支援

医療的ケア

交通費の支援

就学支援

早期療育支援

その他

特にない

無回答 回答者数＝220人
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（３）日常生活や社会参加で妨げになっていること 

日常生活や社会参加で妨げになっていることは、「周りの人の障害者に対する理解不足」

が 26.8％で最も高く、次いで「一緒に行く仲間がいない」19.1％となっている。 

一方、「特にない」は 25.5％である。 

 
 

図表 II-２６ 日常生活や社会参加で妨げになっていること（複数回答） 

 
 
  

26.8 

19.1 

18.6 

13.2 

10.0 

9.5 

9.1 

9.1 

8.6 

5.0 

3.2 

7.3 

25.5 

5.5 

0% 10% 20% 30%

周りの人の障害者に対する理解不足

一緒に行く仲間がいない

電車やバスなどを使っての移動がしづらい

人ごみに入ることができない

経済的な不安

適切な相談相手がいない

道路や駅などの表示が分かりづらい

介助者がいない

情報がない

道路や建物内での移動がしづらい

障害や病気を理由に施設などの利用を

拒否される

その他

特にない

無回答 回答者数＝220人
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（４）災害が発生したときに困ることや不安なこと 

災害が発生したときに困ることや不安なことは、「一人では避難できない」が 50.9％で半

数以上となっている。次いで「避難所で必要な支援が受けられるか不安」41.8％、「避難所

の設備が障害や病気に対応しているか不安」41.4％となっている。 

 
 

図表 II-２７ 災害が発生したときに困ることや不安なこと（複数回答） 

  

50.9 

41.8 

41.4 

40.9 

35.9 

30.5 

15.9 

15.0 

10.5 

8.6 

2.7 

6.4 

11.8 

4.1 

0% 20% 40% 60%

一人では避難できない

避難所で必要な支援が受けられるか不安

避難所の設備が障害や病気に対応しているか不安

自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの

生活必需品の確保

避難所で他の人と一緒に過ごすのが難しい

薬を確保できるかどうか不安

医療的ケアを確保できるかどうか不安

助けを求める方法がない

災害の情報を知る方法がない

助けてくれる人がいない

その他

わからない

特にない

無回答 回答者数＝220人
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（５）地域で安心して暮らしていくために重要なこと 

地域で安心して暮らしていくために重要なことは、「障害や病気に対する理解の促進」が

59.1％で最も高く、次いで「通所施設の充実」「災害時における要援護者支援の充実」がと

もに 35.9％、「入所施設の充実」が 33.6％となっている。 

 
 

図表 II-２８ 地域で安心して暮らしていくために重要なこと（複数回答） 

 

 

  

59.1 

35.9 

35.9 

33.6 

32.7 

32.7 

32.3 

29.1 

26.4 

23.6 

19.1 

16.8 

16.4 

13.2 

9.1 

2.3 

9.5 

2.7 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

障害や病気に対する理解の促進

通所施設の充実

災害時における要援護者支援の充実

入所施設の充実

グループホーム（共同生活援助）の充実

相談支援の充実

経済的支援の充実

就労支援の充実

短期入所（ショートステイ）の充実

情報提供や意思疎通支援の充実

ホームヘルプなどの訪問系サービスの充実

児童の発達支援の充実

医療やリハビリテーションの充実

放課後等デイサービスの充実

建物や道路のバリアフリー化の促進

その他

特にない

無回答 回答者数＝220人
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（６）将来望む暮らし方 

図表 II-２９ 将来望む暮らし方（単数回答） 

 
 

９．虐待防止、差別解消について 

（１）区の虐待対応窓口の認知と不当に差別を受けたと感じたことの有無 

 
図表 II-３０ 区の虐待対応窓口の認知  図表 II-３１ 障害や病気を理由として不当 

（単数回答）          に差別を受けたと感じたこと 

の有無（単数回答） 

 

 

  

37.7 

10.9 

21.4 

13.2 

0.5 

11.8 

4.5 

0% 10% 20% 30% 40%

家族と一緒に生活する

一人暮らし

グループホーム（共同生活援助）

での共同生活

入所施設

その他

わからない

無回答
回答者数＝220人

知っている

30.0%

知らない

65.0%

無回答

5.0%

回答者数＝220人

よくあった

1.8%
たまにあった

10.0%

なかった

82.3%

無回答

5.9%

回答者数＝220人



36 

精神障害者調査 

１．調査対象者について 

（１）ご本人の性別と年齢 

性別は、「男性」が 43.7％、「女性」が 53.0％となっている。 

年齢は、「50～54 歳」が 13.5％で最も高く、次いで「55～59 歳」11.1％、「45～49 歳」

9.4％となっている。 

平均年齢は、50.3 歳である。 

 
 

図表 III-１ ご本人の性別と年齢（単数回答） 

 
 

図表 III-２ ご本人の年齢（５歳きざみ）（単数回答）  

男性

43.7 ％
女性

53.0 ％

その他

0.0 ％

無回答

3.3 ％

回答者数＝542人

1.7 

22.3 

50.7 

17.7 

7.6 

0%

20%

40%

60%

80%

就学期

（5～17歳）

青年期

（18～39歳）

壮年期

（40～64歳）

高齢期

（65歳以上）

無回答

回答者数＝542人

平均年齢＝50.3歳

0.4 

2.8 3.1 

4.8 

6.8 
6.1 

7.7 

9.4 

13.5 

11.1 

9.0 

5.7 5.7 

3.5 
2.8 

7.6 

0%

5%

10%

15%

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝542人

平均年齢＝50.3歳
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（２）同居家族 

同居家族は、『なんらかの家族・親族と暮らしている方』が 63.5％となっている。そのう

ち、最も多い同居家族は「親」、次いで「配偶者」である。 

一方、「一人で暮らしている」は 28.2％である。 

 
 

図表 III-３ 同居家族（複数回答） 

 
※『なんらかの家族・親族と暮らしている方』＝100-（「グループホームなどの同居人」+「一

人で暮らしている」+「その他」+無回答） 

 
 
  

30.6 

27.9 

20.1 

12.5 

3.5 

2.2 

28.2 

2.8 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

グループホーム（共同生活援助）

などの同居者

一人で暮らしている

その他

無回答 回答者数＝542人
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２．援護者（支援者）について 

（１）主な援護者（支援者） 

主な援護者（支援者）は、「親」が 28.8％で最も高く、次いで「配偶者」22.1％となって

いる。一方、「援護者（支援者）はいない」は 26.8％である。 

 
図表 III-４ 主な援護者（支援者）（単数回答） 

 
 
（２）主な援護者（支援者）の年齢 

主な援護者（支援者）がいると回答した方の主な援護者（支援者）の年齢は、「50～59 歳」

が 25.5％で最も高く、次いで「70～79 歳」21.0％、「60～69 歳」19.4％となっている。 

 
図表 III-５ 主な援護者（支援者）の年齢（単数回答）  

28.8 

22.1 

5.7 

7.0 

0.9 

4.1 

26.8 

4.6 

0% 10% 20% 30% 40%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

その他

援護者（支援者）はいない

無回答
回答者数＝542人

0.5 0.0 
1.9 

6.7 

12.4 

25.5 

19.4 
21.0 

9.7 

3.0 

0%

10%

20%

30%

17歳

以下

18～

19歳

20～

29歳

30～

39歳

40～

49歳

50～

59歳

60～

69歳

70～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝372人



39 

３．日常生活について 

（１）日常生活の手助けの有無 

図表 III-６ 日常生活の手助けの有無（複数回答） 

 
（２）日常生活の中での困りごと 

図表 III-７ 日常生活の中での困りごと（複数回答） 

 
  

38.7 

35.6 

31.7 

24.4 

18.5 

18.5 

12.2 

10.7 

42.1 

5.2 

3.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

食事のしたくや後片付け

掃除、洗濯（干すこと、たたみしまうことを含む）

日常の買い物

お金の管理

薬の管理

銀行などの金融機関の利用

バス、電車の利用

身だしなみ

手助けは受けていない

その他

無回答
回答者数＝542人

24.0 

17.2 

17.0 

10.0 

7.6 

5.7 

2.8 

10.1 

43.9 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

学校や職場、地域生活で病気や

障害のため、うまく対処できない

夜間や休日に相談するところがない

金銭の管理や財産の保全が自分で

十分にできない

家族の病気や外出などで、自分の生活の手

助けしてくれる人がいない

役所や公共機関が障害について理解がない

日中の居場所がない

保証人がいないため家を借りることが

できない

その他

特に困ったことはない

無回答
回答者数＝542人
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４．障害の状況について 

（１）精神障害者保健福祉手帳の有無と程度 

精神障害者保健福祉手帳の有無と程度は、「手帳は持っていない」が 43.0％で最も高く、

次いで「２級」25.6％、「３級」24.0％、「１級」3.3％となっている。 

図表 III-８ 精神障害者保健福祉手帳の有無と程度（単数回答） 

 
 
（２）精神疾患初診時の年齢と診断名 

精神疾患初診時の年齢は、「20～29 歳」が 24.9％で最も高く、次いで「30～39 歳」19.4％、

「40～49 歳」14.8％となっている。診断名は、「うつ病」が 36.5％で最も高くなっている。 

図表 III-９ 精神疾患初診時の年齢（単数回答）  図表 III-１０ 診断名（複数回答） 

3.3 

25.6 

24.0 

43.0 

4.1 

0% 20% 40% 60%

１級

２級

３級

手帳は持っていない

無回答
回答者数＝542人

4.2 

13.3 

24.9 

19.4 

14.8 

11.4 

7.2 

3.7 

1.1 

0% 10% 20% 30%

0～9歳

10～19歳

20～29歳

30～39歳

40～49歳

50～59歳

60歳以上

わからない、

覚えていない

無回答 回答者数＝542人

36.5 

26.6 

15.1 

14.4 

9.6 

6.6 

3.1 

2.6 

1.5 

1.3 

15.1 

2.4 

0% 10% 20% 30% 40%

うつ病

統合失調症

不安障害

躁うつ病

発達障害

てんかん

アルコール、薬物

などの依存症

認知症

高次脳機能障害

人格障害

その他

無回答 回答者数＝542人
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（３）精神疾患での入院経験と一番長かった入院期間 

精神疾患での入院経験が「ある」と回答した方は 36.3％、一番長かった入院期間は「３か

月未満」52.3％が最も高くなっている。 

図表 III-１１ 精神疾患での入院経験    図表 III-１２ 一番長かった入院期間 

（単数回答）                （単数回答） 

 

 

 

（４）退院時に困ったこと 

退院時に困ったことは、「退院した後、具合が悪くなった場合の対応」が 25.4％で最も高

く、次いで「退院した後の通院への不安」24.4％となっている。 

一方、「特に困ったことはなかった」は 41.6％である。 

図表 III-１３ 退院時に困ったこと（複数回答）  

ある

36.3%

ない

60.3%

無回答

3.3%

回答者数＝542人

52.3 

20.8 

10.7 

8.1 

3.0 

1.0 

0.5 

1.0 

2.5 

0% 20% 40% 60%

3か月未満

3か月以上6か月未満

6か月以上1年未満

1年以上2年未満

2年以上3年未満

3年以上5年未満

5年以上10年未満

10年以上

無回答 回答者数＝197人

25.4 

24.4 

17.8 

17.8 

12.2 

3.6 

6.6 

41.6 

2.0 

0% 20% 40% 60%

退院した後、具合が悪くなった場合の対応

退院した後の通院への不安

退院した後の生活費

退院した後の食事の支度、

掃除など身の回りのこと

退院した後、相談できる人がいない

退院した後、住むところがない

その他

特に困ったことはなかった

無回答
回答者数＝197人
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５．健康管理について 

（１）かかりつけの医療機関と歯科医療機関の有無 

かかりつけの医療機関は、「決めている」87.4％、「決めていない」10.7％となっている。 

かかりつけの歯科医療機関は、「決めている」63.5％、「決めていない」33.6％となってい

る。 

図表 III-１４ かかりつけの医療機関の有無  図表 III-１５ かかりつけの歯科医療機関 

（単数回答）         の有無（単数回答） 

 

（２）健康や医療についての不安や課題 

図表 III-１６ 健康や医療についての不安や課題（複数回答） 

 

 
 
 
  

決めて

いる
87.5%

決めて

いない

9.6%

無回答

3.0%

回答者数＝542人

決めて

いる
63.5%

決めて

いない

33.6%

無回答

3.0%

回答者数＝542人

40.0 

31.5 

20.8 

18.6 

18.5 

10.1 

8.1 

7.4 

7.2 

24.0 

4.8 

0% 20% 40% 60%

障害の重度化や病気の悪化が不安

救急時の治療（急に具合が悪くなった

とき）が心配

医療費の負担が重い

生活習慣病などの疾患がある

健康管理が難しい

（方法が分からない）

病院や医院を受診することが不安

服薬管理が難しい

障害や病気に理解のある医師・

歯科医師が身近にいない

その他

特にない

無回答 回答者数＝542人
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６．就労状況と経済基盤について 

（１）就労状況 

就労状況は、「仕事をしていない」が 55.2％で最も高く、次いで「仕事をしている」36.3％

となっている。 

図表 III-１７ 就労状況（単数回答） 

 
 
（２）仕事の形態と令和３年中の収入額 

 
図表 III-１８ 仕事の形態（単数回答）    図表 III-１９ 令和３年中の収入額 

                          （単数回答） 

 
 

＊収入には、あなたがご自身で働いて得た収入のほか、あなたの年金や手当による収入、家族からの仕送りを

含みますが、生活保護費は除きます。  

36.3 

7.4 

55.2 

1.1 

0% 20% 40% 60%

仕事をしている

福祉的就労をしている（就労移行支援、

就労継続支援、生活介護などでの作業）

仕事をしていない

無回答

回答者数＝542人

39.6 

3.0 

5.6 

2.5 

43.1 

0.5 

5.6 

0.0 

0% 20% 40% 60%

正社員などの常勤雇用者

派遣社員

自営業

家業の手伝い

パート、アルバイト、日雇い

内職

その他

無回答
回答者数＝197人

19.6 

18.3 

19.6 

11.6 

10.1 

7.6 

2.4 

0.9 

0.4 

9.6 

0% 10% 20% 30%

収入なし

80万円未満

80万円～ 130万円未満

130万円～ 200万円未満

200万円～ 300万円未満

300万円～ 500万円未満

500万円～ 700万円未満

700万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答

回答者数＝542人
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（３）仕事をする（していく）ために必要なこと 

仕事をする（していく）ために必要なことは、「心身の健康状態の維持、向上」が 55.5％

で最も高く、次いで「自分自身の意欲」46.9％、「体調を考慮した勤務時間、休憩、休暇な

どへの配慮」45.9％となっている。 

 
 

図表 III-２０ 仕事をする（していく）ために必要なこと（複数回答） 

 
  

55.5 

46.9 

45.9 

44.8 

37.6 

33.4 

25.6 

25.1 

23.2 

20.7 

18.1 

15.1 

13.7 

12.2 

4.4 

10.1 

7.7 

0% 20% 40% 60%

心身の健康状態の維持、向上

自分自身の意欲

体調を考慮した勤務時間、休憩、休暇

などへの配慮

障害や病気に対する職場の理解や協力

障害や病気の特性にあった

多様な仕事や就労形態

就労に結びつく技術や知識の習得

通院や服薬管理など医療上の配慮

職場における健康管理や人事管理などの

相談支援体制

働くうえでの決まりごとの習得

就職活動に必要な情報の提供

通勤手段の確保

ジョブコーチなど就労を支援する援助者

就労を続けるための家族への支援

職場における施設面での整備

その他

特にない

無回答
回答者数＝542人
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７．福祉サービスについて 

（１）障害者総合支援法の福祉サービスの利用状況 

障害者総合支援法の福祉サービスの利用状況は、「相談支援」が 5.9％で最も高く、次いで

「就労継続支援Ａ型・Ｂ型」が 5.4％となっている。 

一方、「利用していない」は 69.4％である。 

 
 

図表 III-２１ 障害者総合支援法の福祉サービスの利用状況（複数回答） 

 
 
  

5.9 

5.4 

3.1 

2.4 

2.4 

2.4 

2.0 

1.8 

1.3 

1.3 

0.6 

5.0 

69.4 

6.8 

0% 20% 40% 60% 80%

相談支援

就労継続支援Ａ型・Ｂ型

居宅介護（ホームヘルプサービス）

グループホーム（共同生活援助）

就労移行支援

自立生活援助

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

生活介護

居宅介護（通院等介助）

就労定着支援

ショートステイ（短期入所）

その他

利用していない

無回答 回答者数＝542人
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（２）今後利用したい福祉サービス 

今後利用したい福祉サービス等は、「相談支援」が 19.9％で最も高く、次いで「就労継続

支援Ａ型・Ｂ型」11.8％、「自立生活援助」11.6％となっている。 

 
 

図表 III-２２ 今後利用したい福祉サービス等（複数回答）  

19.9 

11.8 

11.6 

9.4 

7.4 

7.4 

6.8 

6.5 

5.9 

5.4 

4.4 

4.1 

3.7 

3.5 

3.0 

2.8 

2.6 

2.6 

2.6 

2.6 

2.4 

1.7 

1.3 

2.2 

38.2 

10.0 

0% 10% 20% 30% 40%

相談支援

就労継続支援Ａ型・Ｂ型

自立生活援助

就労移行支援

居宅介護(身体・家事援助)

就労定着支援

居宅介護（通院等介助）

訪問看護

自立訓練（機能訓練・生活訓練）

地域活動支援センター事業

グループホーム（共同生活援助）

デイケア

行動援護

成年後見制度

ショートステイ（短期入所）

自主グループ活動

生活介護

移動支援

地域福祉権利擁護事業

苦情処理（オンブズマン)

療養介護

施設入所支援

高次脳機能障害のリハビリテーション

その他

特に利用したい福祉サービス等はない

無回答
回答者数＝542人
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（３）福祉サービスの情報源 

福祉サービスの情報源は、「広報かつしか」が 35.6％で最も高く、次いで「医療機関や障

害者施設」17.5％となっている。一方、「情報は得ていない」は 33.9％である。 

図表 III-２３ 福祉サービスの情報源（複数回答） 

 
 
８．成年後見制度について 

（１）成年後見制度の利用状況 

 
図表 III-２４ 成年後見制度の利用状況（単数回答） 

 

  

35.6 

17.5 

13.1 

6.8 

6.6 

6.6 

5.5 

1.3 

4.1 

33.9 

4.2 

0% 10% 20% 30% 40%

広報かつしか

医療機関や障害者施設

区のホームページ

主な援護者（支援者）

区の職員

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

友人や知人

障害者団体や患者会

その他

情報は得ていない

無回答
回答者数＝542人

利用して

いる

1.8%

利用して

いない

60.5%

制度を

知らない

34.3%

無回答

3.3%

回答者数＝542人
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９．社会参加などについて 

（１）この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験 

この 1年間にスポーツを『行った』割合は 40.9％（222 人）である。年代別にみると、19

歳以下が 64.7％（11 人）、20 歳以上が 41.1％（199 人）である。障害者スポーツについて

は、回答者全体の 1.3％が「参加、あるいは体験をした」、38.7％が「参加、あるいは体験を

していない」と回答している。 

 
 
図表 III-２５ この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験（単数回答） 

 
  

15.5 

14.4 

6.1 

3.1 

1.8 

56.8 

2.2 

0% 20% 40% 60%

週に３日以上

週に１～２日

月に１～３日

３か月に１～２日

年に１～３日

行っていない

無回答 回答者数＝542人

『行った』
40.9％

↓↓

このうち、障害者スポーツに参加、 
あるいは体験をした割合は 
  

参参加加・・体体験験ををししたた        11..33％％  

参加・体験をしていない 38.7％ 

無回答                  0.9％ 
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（２）日常生活や社会参加で妨げになっていること 

日常生活や社会参加で妨げになっていることは、「経済的な不安」が 33.4％で最も高く、

次いで「人ごみに入ることができない」25.1％となっている。 

一方、「特にない」は 27.5％である。 

 
 

図表 III-２６ 日常生活や社会参加で妨げになっていること（複数回答） 

  

33.4 

25.1 

19.6 

19.0 

14.8 

14.6 

11.4 

3.5 

2.8 

2.6 

0.7 

6.1 

27.5 

3.3 

0% 10% 20% 30% 40%

経済的な不安

人ごみに入ることができない

適切な相談相手がいない

一緒に行く仲間がいない

周りの人の障害者に対する理解不足

電車やバスなどを使っての移動がしづらい

情報がない

道路や駅などの表示が分かりづらい

道路や建物内での移動がしづらい

介助者がいない

障害や病気を理由に施設などの利用を

拒否される

その他

特にない

無回答 回答者数＝542人
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（３）災害が発生したときに困ることや不安なこと 

災害が発生したときに困ることや不安なことは、「薬を確保できるかどうか不安」が54.1％

で最も高く、次いで「自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの生活必需品の確保」

41.3％、「避難所で他の人と一緒に過ごすのが難しい」30.1％となっている。 

 
 

図表 III-２７ 災害が発生したときに困ることや不安なこと（複数回答） 

 
 
  54.1 

41.3 

30.1 

28.4 

25.6 

24.9 

19.7 

16.4 

11.8 

6.5 

3.0 

7.2 

13.5 

3.9 

0% 20% 40% 60%

薬を確保できるかどうか不安

自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの

生活必需品の確保

避難所で他の人と一緒に過ごすのが難しい

避難所で必要な支援が受けられるか不安

医療的ケアを確保できるかどうか不安

避難所の設備が障害や病気に対応しているか不安

一人では避難できない

助けてくれる人がいない

助けを求める方法がない

災害の情報を知る方法がない

その他

わからない

特にない

無回答 回答者数＝542人
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（４）地域で安心して暮らしていくために重要なこと 

地域で安心して暮らしていくために重要なことは、「障害や病気に対する理解の促進」が

50.6％で最も高く、次いで「経済的支援の充実」40.6％、「相談支援の充実」34.1％となっ

ている。 

 
 

図表 III-２８ 地域で安心して暮らしていくために重要なこと（複数回答） 

 
 
  50.6 

40.6 

34.1 

25.1 

19.0 

17.7 

17.0 

16.1 

13.1 

11.6 

9.8 

8.7 

7.0 

6.6 

4.4 

3.1 

14.4 

4.6 

0% 20% 40% 60%

障害や病気に対する理解の促進

経済的支援の充実

相談支援の充実

就労支援の充実

災害時における要援護者支援の充実

情報提供や意思疎通支援の充実

医療やリハビリテーションの充実

通所施設の充実

入所施設の充実

建物や道路のバリアフリー化の促進

グループホーム（共同生活援助）の充実

ホームヘルプなどの訪問系サービスの充実

児童の発達支援の充実

短期入所（ショートステイ）の充実

放課後等デイサービスの充実

その他

特にない

無回答
回答者数＝542人
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（５）将来望む暮らし方 

図表 III-２９ 将来望む暮らし方（単数回答） 

 
 
１０．虐待防止、差別解消について 

（１）区の虐待対応窓口の認知と不当に差別を受けたと感じたことの有無 

 
図表 III-３０ 区の虐待対応窓口の認知   図表 III-３１ 障害や病気を理由として不当 

（単数回答）           に差別を受けたと感じたこと 

の有無（単数回答） 

  

40.6 

23.8 

3.7 

4.2 

3.0 

19.9 

4.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

家族と一緒に生活する

一人暮らし

グループホーム（共同生活援助）

での共同生活

入所施設

その他

わからない

無回答
回答者数＝542人

知っている

14.2%

知らない

81.2%

無回答

4.6%

回答者数＝542人

よくあった

4.6%

たまにあった

7.4%

なかった

83.8%

無回答

4.2%

回答者数＝542人
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難病患者調査 

１．調査対象者について 

（１）ご本人の性別と年齢 

性別は、「男性」が 38.2％、「女性」が 59.1％となっている。 

年齢は、「高齢期（65 歳以上）」が 45.7％で最も高く、次いで「壮年期（40～64 歳）」37.6％、

「青年期（18～39 歳）」10.2％となっている。 

平均年齢は、60.8 歳となっている。 

 
 

図表 IV-１ ご本人の性別と年齢（単数回答） 

 
 

図表 IV-２ ご本人の年齢（５歳きざみ）（単数回答） 

  

男性

38.2%

女性

59.1%

その他

0.0%

無回答

2.7%

回答者数＝186人

0.5 

10.2 

37.6 

45.7 

5.9 

0%

20%

40%

60%

80%

就学期

（5～17歳）

青年期

（18～39歳）

壮年期

（40～64歳）

高齢期

（65歳以上）

無回答

回答者数＝186人

平均年齢＝60.8歳

0.0 0.0 0.0 
0.5 

1.1 
0.5 

3.2 

5.4 5.4 

6.5 

11.8 

8.1 

5.9 

14.0 

10.8 

9.7 

11.3 

5.9 

0%

5%

10%

15%

5歳

未満

5～

9歳

10～

14歳

15～

19歳

20～

24歳

25～

29歳

30～

34歳

35～

39歳

40～

44歳

45～

49歳

50～

54歳

55～

59歳

60～

64歳

65～

69歳

70～

74歳

75～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝186人

平均年齢＝60.8歳
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（２）同居家族 

同居家族は、『なんらかの家族・親族と暮らしている方』が 75.8％となっている。そのう

ち、最も多い同居家族は「配偶者」、次いで「子ども」39.8％である。 

一方、「一人で暮らしている」は 19.9％である。 

 
 

図表 IV-３ 同居家族（複数回答） 

 
※『なんらかの家族・親族と暮らしている方』＝100-（「グループホームなどの同居人」+「一

人で暮らしている」+「その他」+無回答） 

 
  

9.7 

55.9 

39.8 

2.7 

2.2 

0.0 

19.9 

1.6 

2.7 

0% 20% 40% 60%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

グループホーム（共同生活援助）

などの同居者

一人で暮らしている

その他

無回答 回答者数＝186人
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２．援護者（支援者）について 

（１）主な援護者（支援者） 

主な援護者（支援者）は、「配偶者」が 41.4％で最も高く、次いで「子ども」16.7％、「親」

9.1％となっている。一方、「援護者（支援者）はいない」は 22.6％である。 

 
図表 IV-４ 主な援護者（支援者）（単数回答） 

 
 
（２）主な援護者（支援者）の年齢 

主な援護者（支援者）がいると回答した方の主な援護者（支援者）の年齢は、「50～59 歳」

が 21.2％で最も高く、次いで「60～69 歳」「70～79 歳」がともに 19.7％となっている。 

 

図表 IV-５ 主な援護者（支援者）の年齢（単数回答） 

  

9.1 

41.4 

16.7 

4.3 

0.5 

1.6 

22.6 

3.8 

0% 20% 40% 60%

親

配偶者

子ども

兄弟姉妹

その他の親族

その他

援護者（支援者）はいない

無回答
回答者数＝186人

0.0 0.0 

4.4 3.6 

16.8 

21.2 
19.7 19.7 

10.9 

3.6 

0%

10%

20%

30%

17歳

以下

18～

19歳

20～

29歳

30～

39歳

40～

49歳

50～

59歳

60～

69歳

70～

79歳

80歳

以上

無回答

回答者数＝137人
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３．障害の状況について 

（１）所持している手帳の種類 

所持している手帳の種類は、「身体障害者手帳」が 18.8％で最も高く、次いで、「精神障害

者保健福祉手帳」3.2％、「愛の手帳」0.5％となっている。一方、「持っていない」は 71.5％

である。 

図表 IV-６ 所持している手帳の種類（複数回答） 

 
４．健康管理について 

（１）かかりつけの医療機関と歯科医療機関の有無 

かかりつけの医療機関は、「決めている」87.6％、「決めていない」12.4％となっている。 

かかりつけの歯科医療機関は、「決めている」75.3％、「決めていない」23.7％となってい

る。 

図表 IV-７ かかりつけの医療機関の有無  図表 IV-８ かかりつけの歯科医療機関の有無 

（単数回答）                 （単数回答） 

決めて

いる

87.6%

決めて

いない

12.4%

無回答

0.0%

回答者数＝186人

決めて

いる

75.3%

決めて

いない

23.7%

無回答

1.1%

回答者数＝186人

18.8 

0.5 

3.2 

0.0 

0.0 

71.5 

7.0 

0% 20% 40% 60% 80%

身体障害者手帳

愛の手帳

精神障害者保健福祉手帳

戦傷病者手帳

その他

持っていない

無回答
回答者数＝186人
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（２）健康や医療についての不安や課題 

健康や医療についての不安や課題は、「障害の重度化や病気の悪化が不安」が 59.1％で最

も高く、次いで「救急時の治療（急に具合が悪くなったとき）が心配」32.8％、「医療費の

負担が重い」28.5％となっている。 

 
 

図表 IV-９ 健康や医療についての不安や課題（複数回答） 

  

59.1 

32.8 

28.5 

14.5 

12.9 

11.8 

10.2 

6.5 

5.9 

4.8 

4.8 

4.8 

3.8 

3.8 

2.7 

2.7 

1.6 

6.5 

16.7 

3.2 

0% 20% 40% 60% 80%

障害の重度化や病気の悪化が不安

救急時の治療（急に具合が悪くなった

とき）が心配

医療費の負担が重い

通院するのが身体的につらい

生活習慣病などの疾患がある

健康管理が難しい（方法が分からない）

近くに専門の医療機関がない

道路に段差があったり障害物があるなど

移動しづらい

通院介助してくれる人がいない・少ない

病院や医院を受診することが不安

障害や病気に理解のある医師・

歯科医師が身近にいない

医療機関における夜間・休日の対応が不十分

服薬管理が難しい

公共交通機関に段差があるなど利用しづらい

公共交通機関の便数が少ない

医療機関に段差があったり、手すりがないなど

利用しづらい

通院先の病院では満足できる治療が受けられない

その他

特にない

無回答 回答者数＝186人
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５．就労状況と経済基盤について 

（１）就労状況 

就労状況は、「仕事をしていない」が 53.8％で最も高く、次いで「仕事をしている」44.1％

となっている。 

図表 IV-１０ 就労状況（単数回答） 

 
 
（２）仕事の形態と令和３年中の収入額 

 
図表 IV-１１ 仕事の形態（単数回答）     図表 IV-１２ 令和３年中の収入額 

                           （単数回答） 

 
＊収入には、あなたがご自身で働いて得た収入のほか、あなたの年金や手当による収入、家族からの仕送り

を含みますが、生活保護費は除きます。  

44.1 

0.5 

53.8 

1.6 

0% 20% 40% 60%

仕事をしている

福祉的就労をしている（就労移行支援、

就労継続支援、生活介護などでの作業）

仕事をしていない

無回答

回答者数＝186人

47.6 

3.7 

6.1 

0.0 

36.6 

0.0 

6.1 

0.0 

0% 20% 40% 60%

正社員などの常勤雇用者

派遣社員

自営業

家業の手伝い

パート、アルバイト、日雇い

内職

その他

無回答
回答者数＝82人

9.7 

16.1 

15.1 

15.1 

18.3 

11.8 

8.6 

1.1 

0.5 

3.8 

0% 10% 20%

収入なし

80万円未満

80万円～ 130万円未満

130万円～ 200万円未満

200万円～ 300万円未満

300万円～ 500万円未満

500万円～ 700万円未満

700万円～1,000万円未満

1,000万円以上

無回答 回答者数＝186人
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（３）仕事をする（していく）ために必要なこと 

仕事をする（していく）ために必要なことは、「障害や病気に対する職場の理解や協力」

が 39.2％で最も高く、次いで「心身の健康状態の維持、向上」37.6％、「体調を考慮した勤

務時間、休憩、休暇などへの配慮」37.1％、「自分自身の意欲」36.6％となっている。 

 
 

図表 IV-１３ 仕事をする（していく）ために必要なこと（複数回答） 

  

39.2 

37.6 

37.1 

36.6 

27.4 

26.3 

19.9 

17.7 

15.6 

15.1 

12.9 

12.9 

11.8 

8.6 

2.7 

21.0 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害や病気に対する職場の理解や協力

心身の健康状態の維持、向上

体調を考慮した勤務時間、休憩、休暇

などへの配慮

自分自身の意欲

障害や病気の特性にあった

多様な仕事や就労形態

就労に結びつく技術や知識の習得

通院や服薬管理など医療上の配慮

職場における健康管理や人事管理などの

相談支援体制

働くうえでの決まりごとの習得

就職活動に必要な情報の提供

職場における施設面での整備

通勤手段の確保

就労を続けるための家族への支援

ジョブコーチなど就労を支援する援助者

その他

特にない

無回答

回答者数＝186人
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６．福祉保健サービスについて 

（１）福祉保健サービスの利用状況 

福祉保健サービスの利用状況は、「介護保険法のサービス」が 15.1％で最も高く、次いで

「障害者総合支援法及び児童福祉法のサービス」4.8％、「その他の福祉保健サービス」4.3％

となっている。一方、「どの福祉保健サービスも利用していない」は 64.5％である。 

 
図表 IV-１４ 福祉保健サービスの利用状況（全体）（複数回答） 

 
 
 

図表 IV-１５ 障害者総合支援法及び児童福祉法  図表 IV-１６ 介護保険法のサービス 

のサービス利用状況（複数回答）         の利用状況（複数回答） 

4.8 

15.1 

4.3 

64.5 

3.2 

11.3 

0% 20% 40% 60% 80%

障害者総合支援法及び

児童福祉法のサービス

介護保険法のサービス

その他の福祉保健サービス

どの福祉保健サービスも

利用していない

上記の福祉保健サービスを

知らない

無回答
回答者数＝186人

0.0 

11.1 

11.1 

11.1 

22.2 

44.4 

11.1 

0.0 

0% 20% 40% 60%

ホームヘルプサービス

通所施設等

児童発達支援、

放課後等デイサービス

短期入所

移動支援

補装具、日常生活用具

住宅改修

その他 回答者数＝9人

35.7 

32.1 

14.3 

50.0 

21.4 

7.1 

14.3 

0% 20% 40% 60%

ホームヘルプサービス

通所介護、

通所リハビリテーション

短期入所

福祉用具

住宅改修

施設入所サービス

その他
回答者数＝28人
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図表 IV-１７ その他の福祉保健サービスの利用状況（複数回答） 

 
（２）福祉保健サービスを利用する際の相談先 

福祉保健サービスを利用する際の相談先は、「相談支援事業所（相談支援専門員）、居宅介

護支援事業所（ケアマネジャー）」が 59.0％で最も高く、次いで「医療機関、療育機関」が

17.9％となっている。 

 
図表 IV-１８ 福祉保健サービスを利用する際の相談先（複数回答） 

  

0.0 

75.0 

25.0 

0.0 

0% 20% 40% 60% 80%

在宅難病患者一時入院

難病医療相談

難病リハビリ教室

その他
回答者数＝8人

59.0 

17.9 

15.4 

15.4 

15.4 

7.7 

7.7 

2.6 

2.6 

0.0 

0.0 

0.0 

0.0 

2.6 

5.1 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

医療機関、療育機関

障害福祉担当窓口（福祉事務所を含む）

保健所・保健センター

家族

民生委員・児童委員

サービス提供事業者

自立生活支援センター・ウェルピアかつしか

社会福祉協議会

子ども総合センター

教育委員会（特別支援学校を含む）

児童相談所

その他

相談していない

無回答 回答者数＝39人
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（３）福祉保健サービスの情報源 

福祉保健サービスの情報源は、「広報かつしか」が 39.8％で最も高く、次いで「区のホー

ムページ」18.8％、「相談支援事業所（相談支援専門員）、居宅介護支援事業所（ケアマネジ

ャー）」10.8％となっている。 

一方、「情報は得ていない」は 31.7％である。 

 
 

図表 IV-１９ 福祉保健サービスの情報源（複数回答） 

 
 

 

  

39.8 

18.8 

10.8 

7.5 

6.5 

5.9 

3.2 

1.1 

2.2 

31.7 

3.8 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

広報かつしか

区のホームページ

相談支援事業所（相談支援専門員）、

居宅介護支援事業所（ケアマネジャー）

医療機関や障害者施設

友人や知人

主な援護者（支援者）

区の職員

障害者団体や患者会

その他

情報は得ていない

無回答 回答者数＝186人
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17.7 

12.4 

8.1 

3.8 

1.6 

52.2 

4.3 

0% 20% 40% 60%

週に３日以上

週に１～２日

月に１～３日

３か月に１～２日

年に１～３日

行っていない

無回答 回答者数＝186人

『行った』
43.6％

↓↓

このうち、障害者スポーツに参加、 
あるいは体験をした割合は 
  

７．社会参加などについて 

（１）日中活動を行うにあたって充実してほしいこと 

 
図表 IV-２０ 日中活動を行うにあたって充実してほしいこと（複数回答） 

 

（２）この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験 

この１年間にスポーツを『行った』割合は 43.6％（81 人）である。年代別にみると、19

歳以下が 0.0％、20 歳以上が 44.3％（77 人）である。障害者スポーツについては、回答者

全体の 1.1％が「参加、あるいは体験をした」、40.9％が「参加、あるいは体験をしていない」

と回答している。 

図表 IV-２１ この１年間にスポーツを行った頻度と障害者スポーツを行った経験（単数回答） 

17.7 

15.6 

13.4 

11.8 

8.1 

7.5 

1.6 

1.6 

3.8 

50.0 

3.8 

0% 20% 40% 60%

交通費の支援

送迎の支援

医療的ケア

就労支援

通所施設のサービス内容

通所施設の増設

就学支援

早期療育支援

その他

特にない

無回答 回答者数＝186人

 

日中活動を行うにあたって充

実してほしいことは、「交通費の

支援」が 17.7％で最も高く、次

いで「送迎の支援」15.6％、「医

療的ケア」13.4％となっている。 

一方、「特にない」は 50.0％で

ある。 

 

参参加加・・体体験験ををししたた          11..11％％  

参加・体験をしていない 40.9％ 

無回答                  1.6％ 
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（３）日常生活や社会参加で妨げになっていること 

日常生活や社会参加で妨げになっていることは、「電車やバスなどを使っての移動がしづ

らい」が 20.4％で最も高く、次いで「経済的な不安」18.8％、「人ごみに入ることができな

い」11.8％、「情報がない」「適切な相談相手がいない」がともに 10.8％となっている。 

一方、「特にない」は 39.8％である。 

 
 

図表 IV-２２ 日常生活や社会参加で妨げになっていること（複数回答） 

 
  

20.4 

18.8 

11.8 

10.8 

10.8 

9.7 

7.5 

7.0 

4.8 

1.6 

1.1 

5.9 

39.8 

4.3 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

電車やバスなどを使っての移動がしづらい

経済的な不安

人ごみに入ることができない

情報がない

適切な相談相手がいない

周りの人の障害者に対する理解不足

一緒に行く仲間がいない

道路や建物内での移動がしづらい

介助者がいない

道路や駅などの表示が分かりづらい

障害や病気を理由に施設などの利用を

拒否される

その他

特にない

無回答 回答者数＝186人
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（４）災害が発生したときに困ることや不安なこと 

災害が発生したときに困ることや不安なことは、「薬を確保できるかどうか不安」が58.6％

で最も高く、次いで「自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの生活必需品の確保」

40.3％、「避難所で必要な支援が受けられるか不安」31.7％、「医療的ケアを確保できるかど

うか不安」31.2％となっている。 

 
 

図表 IV-２３ 災害が発生したときに困ることや不安なこと（複数回答） 

 
 
  58.6 

40.3 

31.7 

31.2 

28.5 

22.0 

17.7 

11.3 

8.6 

8.1 

2.7 

4.8 

9.1 

2.2 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

薬を確保できるかどうか不安

自宅で避難生活を続けるうえでの食料品などの

生活必需品の確保

避難所で必要な支援が受けられるか不安

医療的ケアを確保できるかどうか不安

避難所の設備が障害や病気に対応しているか不安

一人では避難できない

避難所で他の人と一緒に過ごすのが難しい

助けてくれる人がいない

助けを求める方法がない

災害の情報を知る方法がない

その他

わからない

特にない

無回答 回答者数＝186人
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（５）地域で安心して暮らしていくために重要なこと 

地域で安心して暮らしていくために重要なことは、「障害や病気に対する理解の促進」が

44.1％で最も高く、次いで「経済的支援の充実」40.3％、「医療やリハビリテーションの充

実」31.2％、「建物や道路のバリアフリー化の促進」25.3％、となっている。 

 
 

図表 IV-２４ 地域で安心して暮らしていくために重要なこと（複数回答） 

 
  

44.1 

40.3 

31.2 

25.3 

24.7 

24.7 

19.4 

19.4 

18.3 

17.2 

16.1 

10.2 

7.5 

5.9 

4.8 

2.7 

15.6 

6.5 

0% 10% 20% 30% 40% 50%

障害や病気に対する理解の促進

経済的支援の充実

医療やリハビリテーションの充実

建物や道路のバリアフリー化の促進

相談支援の充実

災害時における要援護者支援の充実

通所施設の充実

就労支援の充実

情報提供や意思疎通支援の充実

ホームヘルプなどの訪問系サービスの充実

入所施設の充実

短期入所（ショートステイ）の充実

児童の発達支援の充実

放課後等デイサービスの充実

グループホーム（共同生活援助）の充実

その他

特にない

無回答 回答者数＝186人
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（６）将来望む暮らし方 

図表 IV-２５ 将来望む暮らし方（単数回答） 

 
 
８．虐待防止、差別解消について 

（１）区の虐待対応窓口の認知と不当に差別を受けたと感じたことの有無 

 
図表 IV-２６ 区の虐待対応窓口の認知   図表 IV-２７ 障害や病気を理由として不当 

（単数回答）           に差別を受けたと感じたこと 

の有無（単数回答） 

 

60.2 

10.8 

1.1 

3.8 

1.1 

17.7 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80%

家族と一緒に生活する

一人暮らし

グループホーム（共同生活援助）

での共同生活

入所施設

その他

わからない

無回答
回答者数＝186人

知っている

17.7%

知らない

75.8%

無回答

6.5%

回答者数＝186人

よくあった

1.1%
たまにあった

5.4%

なかった

86.6%

無回答

7.0%

回答者数＝186人
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